
   

 　

 　

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 3,762,884 千円

千円0 保 険 給 付 費 7,558,215
介護 サー ビス 事業

下 水 道 事 業 有
327,798 661,868 7

無
0 22,885

保 険 税 （ 料 ） 2,308,579 千円

53,428 1,762,654
被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用 536,371 　円

被 保 険 者 １ 人 当 り 保 険 税 調 定 額 106,555 　円
23

153,527 　円
後 期 高 齢 者 医 療

40,574 408,477 6 １ 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 数 21,912 　人

15,208 世帯国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ） 10,365

千円 千円 人

国

保

事

業

会

計

の

状

況

1,348,365 16

区 分 改定実施年月日
1人当り平均給料
（報酬）月額　　円

R1.5.1 480,000

議員定数　（ 22 人 ）

副 議 長 R1.5.1

0

0

510,000

R1.8.1 770,000

合 計 545 172,675 316,834
議

会

議 長臨 時 職 員 0 0

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法
適
用

実質収支額
普通会計から

の繰入金
職員数

議 員

加 入 世 帯 数

介 護 保 険
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

消 防 職 員 0 0

R1.5.1 550,000

教 育 公 務 員 2 924 461,800 教 育 長

市 町 村 長 R1.8.1 960,000

うち技能労務職 23 7,353 319,700 副 市 町 村 長 R1.8.1 840,000

Ｂ 千円 B / A 円

一 般 職 員 543 171,751 316,300

区 分
職員数 4月分給料支払総額 1人当り支給月額
A 人

(350.0) ％（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ

一 般 職 員 　（ 6.4.1現在 ） 特 別 職 等 　（ 6.4.1現在 ）

(25.0) ％

１０．
実 質 単 年 度 収 支

△ 1,531,592 △ 790,544 
将 来 負 担 比 率

－  

９． －  (17.11) ％

Ｉ
実 質 公 債 費 比 率

0.1

積 立 金 取 崩 額

3,144,050 76,290

連 結 実 質 赤 字 比 率

Ｈ
８．

繰 上 償 還 金

0 232
実 質 赤 字 比 率

0

積 立 基 金 取 崩 額
3,144,671 千円

－  (12.11) ％

（Ｃ－Ｄ） Ｅ
・ 東京都後期高齢者医療広域

６．
単 年 度 収 支

1,274,596 △ 2,239,688 

連合

千円
７．

積 立 金

337,862 1,525,202 健全化判断比率
※（　）書きは、早期健全化基準である。

Ｇ

Ｆ
収 益 事 業 収 入

将来にわたる 財政 負担
Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 20,216,254 千円

５．
実 質 収 支

1,950,205 675,609
・ 昭和病院企業団

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以 降 支 出 予 定 額 Ｂ 6,668,233

Ｄ
・ 多摩六都科学館組合 ( う ち 財 政 調 整 基 金 ) (3,621,255)

３．
歳 入 歳 出 差 引 額

2,643,663 1,127,822 

・

（A－Ｂ） Ｃ

４．
翌年度に繰り越すべき財源

693,458 452,213

・ 東京都市町村職員退職手当

東京都市町村議会議員

公務災害補償等組合

組合 積 立 金 現 在 高 Ｃ 9,286,086 千円

千円

公 債 費 負 担 比 率
6.6 ％

Ａ

歳 出 総 額

48,684,394
経 常 収 支 比 率

94.0 ％
Ｂ ・ 東京市町村総合事務組合

地 方 債 現 在 高 Ａ
( 特 定 資 金 公 共 投 資 事 業 債 除 く ) 22,834,107 千円

１．
歳 入 総 額

51,328,057 51,081,080

２．
49,953,258

＜その他＞

実 質 収 支 比 率
7.9 ％

決算収支の状況（千円） 令和5年度 令和4年度
単年度 (

＜収益事業＞ 0.7906.1.1 12.88 k㎡
財 政 力 指 数

0.779 )

住
民
基
本
台
帳

 （参考）65歳以上人口

33,594

う ち 臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額 251,261 千円

 対前年度増減率
△ 0.3 ％

・ 東京たま広域資源循環組合
標 準 財 政 規 模6.1.1

116,512 人

 不交付

人

面
積

・ 柳泉園組合
 離島  既成市街地

基 準 財 政 収 入 額
15,619,458 千円

千円 広域行政圏 24,585,147

 過疎 首都 ＜ごみ・し尿処理＞

 増減率 （令和2年/平成27年）
△ 1.2 ％

 山村  近郊整備

基 準 財 政 需 要 額
20,049,728 千円

人 口 指 定 団 体 等 の 状 況 事務の共同処理の状況 指 数 等

国

調

2 年
115,271 人

決 算 状 況 団 体 名 東久留米市 5 年 度 交 付 税 種 地 区 分

団 体 コ ー ド 132225 市 町 村 類 型 Ⅲ－３令 和 5 年 度
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39.8 90.4公園施設長寿命化対策事業 68 国 民 健 康 保 険 税 （ 料 ） 95.2

99.1消防団第五分団詰所大規模改造事業 71

2,739 人

法 人 税 割 橋梁長寿命化修繕事業 105

純 固 定 資 産 税

138
市 町 村 民 税 99.0 39.7

59,375 人 グループホーム緊急整備支援事業 142 （ 徴 収 猶 予 分 除 く ） (99.3) (44.8) (98.5)

道路舗装補修事業 326

第九小学校東校舎棟中規模改造事業

％

市 町 村 税 合 計 99.3 44.8 98.5

97.8

99.5 55.6

個 人 均 等 割
東村山都市計画道路3・4・13号線及び3・4・21号線整備事業 994 ％ ％

納税義務者数 令和5年度大規模事業　（ 単位 ： 百万円 ）

徴

収

率

区 分
現　 年
課税分

滞　 納
繰越分

合 計

30,311,31276,341 合 計 48,684,394 100.0 合 計 17,782,233 100.0 1.1 15,913,213

0前年度繰上充用金 0 0.0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0.0

0諸 支 出 金 0 0.0 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0.0

2,168,268公 債 費 2,168,268 4.4 都 市 計 画 税 1,382,241 7.8 0.9

0災 害 復 旧 費 0 0.0 

3,139,275教 育 費 4,382,531 9.0 入 湯 税 0 0.0 0.0

1,202,717消 防 費 1,547,109 3.2 目 的 税 1,382,241 7.8 0.9

2,586,556土 木 費 4,289,677 8.8 

事 業 所 税 0 0.0 0.0

法 定 外 普 通 税 0 0.0 0.0

225,060商 工 費 249,219 0.5 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0

48,600農林水産業費 91,642 0.2 鉱 産 税 0 0.0 0.0

115,006労 働 費 133,561 0.3 市 町 村 た ば こ 税 645,694 3.6 1.5 613,536

2,458,254衛 生 費 3,554,919 7.3 軽 自 動 車 税 132,954 0.8 △0.0 140,659

13,344,175民 生 費 26,515,559 54.5 固 定 資 産 税 7,018,868 39.5 0.7 6,734,300

4,721,92376,341 総 務 費 5,450,347 11.2 
市町村民税

法 人 分 628,743 3.5 △2.9 598,851

301,562 0.6 301,4781.8 7,825,867 議 会 費個 人 分 7,973,733 44.8

超過課税分
収入済額 区 分

決算額 構成比 充当一般財源等

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
決算額 構成比 増減率

基準税額
×100/75

千円 ％ ％ 千円 千円 千円 ％ 千円

合 計 51,328,057 100.0 24,767,482 100.0

（ う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ） (125,000) (0.2)

（うち減収補填債特例分） (0.0)

地 方 債 530,200 1.0

0.1諸 収 入 432,954 0.8 26,578

繰 越 金 1,127,822 2.2

繰 入 金 3,155,737 6.2

寄 附 金 211,287 0.4

0.0財 産 収 入 38,742 0.1 4,172

100.0 30,311,312 94.5 ％合 計 48,684,394

場合の経常収支比率

都 支 出 金 7,601,844 14.8

0 常一般財源等に加えない失業対策事業費 0 0.0国 庫 支 出 金 11,316,737 22.0

減収補填債特例分及び災害復旧事業費 0 0.0 0手 数 料 308,765 0.6 1,494 0.0

そ の 他 0 0.0 0

臨時財政対策債を歳入経

使 用 料 337,178 0.7 123,010 0.5

3.2 492,045 23,409,590 千円0.0 単 独 1,586,361分 担 金 ・ 負 担 金 159,199 0.3 0

323,237 経常経費充当一般財源等小 計 26,107,592 50.9 24,612,228 99.4

0.0

内
　
　
訳

普通建設事業費 2,981,117 6.1

補 助 1,394,756 2.9

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 0 0.0 0

0.2 80,916 32,904,975 千円

815,282

9,518 0.0 う ち 人 件 費 80,916交通安全対策特別交付金 9,518 0.0

815,282 歳 入 一 般 財 源 等0.0 投 資 的 経 費 2,981,117 6.1震災復興特別 0 0.0 0

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0特　　　　別 113,122 0.2 0 0.0

4,908,142 10.1 4,179,486 3,378,983 13.6普　　　　通 4,434,244 8.7 4,434,244 17.9 繰 出 金

0.0 0 0 0.04,434,244 17.9 投資及び出資金・貸付金 0地 方 交 付 税 4,547,366 8.9

2,331,8880.7 積 立 金 2,351,968 4.8地 方 特 例 交 付 金 152,701 0.3 152,701

3,617,035 2,671,567 10.71.4 補 助 費 等 4,749,227 9.8法 人 事 業 税 交 付 金 347,471 0.7 347,471

118,827 118,827 0.50.2 維 持 補 修 費 129,017 0.3自動車税環境性能割交付金 52,237 0.1 52,237

5,500,267 4,827,025 19.40.0 物 件 費 7,790,142 16.0軽油引取税・自動車取得税交付金 1,396 0.0 1,396

特別地方消費税交付金 0 0.0 0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 0 0.0 0
13,748,527 12,413,188 49.9

0 0 0.010.6 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

0.0
小 計 25,774,781 52.9

0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 2,631,373 5.1 2,631,373

2,168,268 4.5 2,168,268 2,168,268 8.7株式等譲渡所得割交付金 187,671 0.4 187,671 0.8 元 利 償 還 金

2,168,268 2,168,268 8.70.7 公 債 費配 当 割 交 付 金 175,224 0.3 175,224

17,253,711 35.4 6,230,584 4,974,574 20.0

2,945,891 11.8う ち 職 員 給 3,431,177 7.0 2,954,339

2,168,268 4.5

6,352,802 13.0 5,349,675 5,270,346 21.2

利 子 割 交 付 金 32,978 0.1 32,978 0.1 扶 助 費

地 方 税 17,782,233 34.6 16,399,991 66.2 人 件 費

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

決算額 構成比
充当一般財

源等
経常経費充当
一般財源等

経常収支
比率

％

歳 入 性 質 別 歳 出

区 分
決算額 構成比

経常一般
財 源 等

構成比
区 分

地 方 譲 与 税 187,424 0.4 187,424 0.8


